
第４節 中国における内製化の進展とアジア諸国への生産・投資のシフト

 
中国の製造業には過剰生産能力の調整を進めている業種がある一方で、内製化の進展

とともに競争力を向上させている業種もみられる。また、賃金上昇によって競争力の低

下した業種においては生産拠点として中国以外のアジア諸国を選択する動きもみられる。

本節ではこうした動きを紹介する。 
 
１．中国における内製化の進展

 
中国の製造業は原材料や部品を輸入し、これを組み立てて輸出するという加工貿易を

中心に発展してきたため、輸出の付加価値生産性が低いと言われる。例えば、中国で組

み立てられるアメリカ企業のスマートフォンの基幹部品の多くは他国から供給されてお

り、中国において生み出された付加価値は極めて小さいとの分析がある 。

しかし、近年こうした構造に変化が起こってきており、中国国内で部品の内製化が進

み、部品から製品までを中国国内で生産できるようになってきている。

中国の輸入を加工貿易（外国から輸入した原材料・部品を国内で加工して再輸出する

もの）と一般貿易（国内で消費するための輸入）に分けてみると、 年頃から加工貿易

比率の低下が鮮明になっている（第 図）。

第 図 中国の輸入構造：加工貿易比率が低下

また、OECDの付加価値貿易統計（TiVA）によると、自動車や電気機械、コンピュータ

その他電子部品といった高スキル業種の中には、 年時点で輸出に占める海外で生み出
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された付加価値の比率が ％を超える業種もあったが、同比率は近年低下しており、例

えば、 年に海外で生み出された付加価値の比率が最も高かったコンピュータその他電

子部品の場合、同年の ％から 年には ％に低下している（第 図）。

さらに、工業の収益構造をみると、資本集約的な業種がわずかにシェアを高めており、

逆に労働集約的な業種のシェアは低下している（第 図）。加工貿易比率や海外で生

み出された付加価値の比率が低下しているにもかかわらず、先にみたとおり、経済成長

に占めるTFPの寄与度は低下傾向にあることから、内製化は進んでいるものの、キャッチ

アップ型の技術進歩の余地が少なくなってきていることが示唆される。

なお、中国では、業種によっては持ち株比率等に関する規制が課されているが、外国

企業はこのような制約条件の下でも、労働コストの低さや巨大な市場規模といった要因

により投資を行い、ひいては内製化比率の向上にも寄与したとも考えられる。

第 図 輸出に占める海外で生み出された付加価値の比率：低下
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第 図 中国の工業収益構造：労働集約的な業種のシェアが低下

２．アジア諸国への生産・投資のシフト

 
中国において賃金が上昇する中、先進国からの直接投資の相手先としてASEANの重要

性が高まっている（第 図）。例えば、ヨーロッパのある大手衣料品メーカーは、生産

拠点を中国からミャンマーにシフトしたと報じられている 。

在中欧州商工会議所が会員向けに実施したアンケート調査によると、自社のグローバ

ル戦略の中で中国の重要性が増していると回答した企業は、 年の ％からは低下した

ものの、 年は ％、 年は ％と依然として高い。現在の中国でのオペレーションを

拡大させると回答した企業を産業別にみると、自動車（ ％）、専門サービス（ ％）、ヘ

ルスケア（ ％）となっており、縮小させると回答した産業は機械（ ％）、法務（ ％）、

輸送（ ％）であった。また、中国を将来の投資先と考える企業は、 ～ 年までは ～

％で推移していたが、 年には ％に低下している。

また、経団連が実施したアンケート調査（ 年 月公表）によると、中国における今後

のビジネス展開について、５年後においても現状維持が半数強（ ％）、拡充が 強

（ ％）となっている 。さらに、ジェトロの調査によると、日本企業が国内及び国外
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榊原（2015） 

（工業企業収益全体に占めるシェア、％）

エネルギー

資本集約

的な業種

労働集約

的な業種

（年）

その他

（備考） ．中国国家統計局より作成。

．一定規模以上は年間の売上高が 万元以上の企業を指す。

．労働集約的な業種は、食品加工、繊維、紙、卑金属、鉱業関連（選炭業等）、玩具製造、

資本集約的な業種は、自動車、電気機械、通信、化学、鉄鋼の各業種の収益を合計したもの。

．その他には、非鉄金属鉱物加工（セメント・ガラス）、プラスチック、造船等も含まれる。
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第 図 中国の工業収益構造：労働集約的な業種のシェアが低下

２．アジア諸国への生産・投資のシフト
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（億ドル）
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（年）

中国向け

（備考） ．ジェトロより作成。

．国際収支、ネット、フローベース。

．ASEANは、タイ、インドネシア、マレーシア、

フィリピン、ベトナムの５か国。

の生産拠点を再編する際にASEANを選択する割合は、 年度の ％から 年度には

％上昇している一方、中国を選択する割合は、同期間で ％から ％に低下し

ている。

第 図 日本から中国及びASEANへの直接投資

：ASEAN向けが増加傾向

在中アメリカ商工会議所のアンケート（ 年５～６月に調査）によると、ASEANへの

貿易 投資を今後増やす理由として、顧客ベースの多様化（ ％）に続いて、地域統合

（ ％）、インフラの改善（ ％）が挙げられている（第 図）。

消費地としての中国の重要性の高まりを受け、海外からの直接投資のうち、製造業は

年頃から低下しているのに対し、サービス業は増加傾向にある（第 図）。
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（備考）アメリカ商工会議所 "ASEAN Business Outlook Survey 2016"より作成。

第 図 ASEANへの貿易 投資を増やす理由：

顧客ベースの多様化、地域統合等が挙げられる

第 図 中国への直接投資：サービスにシフト

ASEANへの投資シフトの動きは、ASEANの比較優位を向上させると考えられる。顕

示比較優位指数（RCA：Revealed Comparative Advantage） をみると、紡績製品について

は、中国の比較優位は横ばいである一方、ベトナムは既に中国を超えており、比較優位

の差は拡大している。玩具製品についても中国の比較優位は低下傾向にあり、他のアジ

ア諸国との差が縮小している。また、電気機器や一般機械では中国の比較優位は緩やか

な上昇傾向にある。他のアジア諸国ではばらつきが大きく、マレーシアでは緩やかな低

下傾向にあるもののベトナムは比較優位の向上が著しい（第 図）。

                                                   
顕示比較優位指数とは、輸出総額に占める財ごとのシェアを世界平均と自国とで比較し、１を上回れば当該財に比

較優位があるとするもの。 
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第 図 顕示比較優位指数：中国の比較優位は玩具製品では低下傾向

（１）紡績製品 （２）玩具製品

（３）電気機器 （４）一般機械

ASEAN諸国で軽工業品の比較優位が向上してきていることもあり、先進国の軽工業品

の輸入先は、中国からアジア諸国に移行する動きがみられる。例えば、アメリカ及び日

本の繊維製品やバッグ類の輸入においては、中国のシェアが高水準ながら緩やかに低下

する一方、アジア諸国のシェアは緩やかに上昇している。同時に、一般機械や電気機器

の輸入先において中国のシェアが大幅に上昇している（第 図）。

（年）

中国

ベトナム

インドネシア

マレーシア

フィリピン

タイ

（年）

中国

ベトナム

インドネシア

マレーシア

フィリピン
タイ

（年）

中国

ベトナム

インドネシア

マレーシア
フィリピン

タイ

（備考）UN“Comtrade”より作成。 （年）

（％）
中国

ASEAN

第 図 アメリカや日本の軽工業品輸入に占める中国及びASEANの割合

：ASEANのシェアが上昇傾向
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バングラデシュ 中国 インド インドネシア マレーシア ミャンマー ベトナム

腐敗
不十分な

イノベーション能力
腐敗 腐敗 非効率な官僚制 金融へのアクセス 金融へのアクセス

不十分なインフラ 金融へのアクセス 政策の不安定性 非効率な官僚制 金融へのアクセス
労働者の教育が

不十分
政策の不安定性

政府の不安定性 非効率な官僚制 インフレ 不十分なインフラ
不十分な

イノベーション能力
政策の不安定性

労働者の教育が
不十分

非効率な官僚制 不十分なインフラ 金融へのアクセス 政策の不安定性 腐敗 腐敗 勤労意欲の低さ

金融へのアクセス 税率 政府の不安定性 金融へのアクセス
労働者の教育が

不十分
複雑な税規制 腐敗

（備考）World Eonomic Forum (2015) より作成。

（７）アメリカ 電気機器 （８）日本 電気機器

なお、WEF（世界経済フォーラム）の「国際競争力レポート 」によると、ア

ジア諸国でビジネスを行う上で阻害となる要因としては、腐敗、金融へのアクセス、非

効率な官僚制、不十分なインフラ等が挙げられている（第 表）。アジア各国が引き

続き投資を呼び込むに当たり、これらが阻害要因にならないよう対処する必要がある。

第 表 ビジネスを行う上で阻害となる要因（上位５位）

（年）

（％）

中国

ASEAN

（年）

（％）

中国

ASEAN

（備考） ．UN“Comtrade”より作成。

．ASEANは現加盟 カ国の合計。

第５節 イノベーションをめぐる課題

前述のとおり、中国が中所得国の罠に陥ることなく持続的な成長を実現するためには、

イノベーションを通じた生産性の向上が不可欠となっている。本節では、中国における

イノベーション政策とその成果、今後の課題を概観する。

１．中国のイノベーション政策

第二期胡錦濤政権（ ～ 年）は、投資や輸出に頼った従来の経済成長モデルから、

イノベーション主導の経済成長モデルへの転換に着手した。これまで中国では、活発な

投資活動により一人当たりの資本ストックを増加させ、安価な労働力や先進国の先行技

術を利用することで高い資本リターンを得て高い成長を生み出してきた。しかし、所得

水準の上昇に伴って安価な労働力が払底してくると、資本リターンはさほど増えなくな

った。このため、技術進歩による付加価値の上昇による投資リターンの確保が重要とな

っている 。また、輸出は、特に 年のWTO加盟後、経済成長の一因となったものの、

多くが加工貿易によるものであり、中国が独自に生み出す付加価値は小さかった。この

ため、他のアジア諸国と比べて人件費が高騰するにつれ、技術力の向上によって商品の

国際競争力を強化する必要性が高まってきた。

こうした中、国務院は 年２月に科学技術・イノベーション政策の長期的な基本方針

として、「国家中長期科学技術発展計画綱要（ ～ 年）」（綱要）を発表した。綱要では、

R&D投資のGDP比を 年の ％から 年には ％、 年には ％へ引き上げること、

特許の年間取得件数と引用される国際科学論文数で世界トップ５位になるといった数値

目標が掲げられた。

イノベーションには人材資源や教育政策の果たす役割が大きいことも意識されており、

「国家中長期人材発展計画綱要（ ～ 年）」（ 年６月公表）では R&D要員の増加等

が目標に掲げられている。

また、中期的な計画として、国の社会経済発展に関する５か年計画でも科学技術分野

について言及されている。第 次５か年計画（ ～ 年）では、主要目標の一つとして

科学技術教育水準の向上が掲げられている。

加えて、中国政府は、 年５月に製造業の高度化をめざす 年間の行動計画「中国製

造 」を発表した。これは、 年（建国 周年）までを３つの段階に分け、その第

一段階として 年までに労働集約型の「製造大国」から世界の「製造強国」の仲間入

内閣府（ ）

「製造強国」の明確な定義はないが、「中国製造 」では先進国と比較した際の中国の弱みとしてイノベーショ

ン能力、資源効率、産業構造の均衡性、情報化レベル、品質や効率性が挙げられており、これらの課題が改善され、
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